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ソ連邦は1991年末に崩壊 したが,そ の翌年 の'92年1月14日,新 生 ロ シアの
最高会議 は,国 際的 に広 く採用 されている会計実務 による会計 システムへ の移
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行 を決議 した.。それは,こ れ までの強度の中央集権的計画経済の もとで採用
されてきたソビエ ト会計制度に代わる,こ れからの市場経済の もとで採用する
新 しいロシア会計制度をつ くらねばならないからであった。その後,最 高会議
の決議に従 って,ロ シア財務省 と国家統計委員会な どを中心 として,国 連や
EC諸国などで採用 されている国際的な会計基準や会計慣習 を考慮 した,新 し
い会計法規の制定の作業が続けられた。この作業は現在 も行われているが,こ
の1年 間に,い くつかの会計法規が制定 された。 これらの法規の うち,これか
らの市場経済のもとで採用 される新 しい会計制度にとって基礎 となる会計法規
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は,「ロシア連邦 における会計 と報告書 に関する規 程」('92年3月20日付 ロシア
連邦財務省承 認,`以下 「92年会計 ・報告書規 程」 とい う)と,「 企業 の財務 ・
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経 済活動の会計勘定計画 とその適用 に関す る 訓 令 」('91年ll月1日付 ソ連邦
財 務省承認,'91年12月19日付 ロシア連邦経 済省,財 務 省承認,以 下 「91年勘
定計画」 とい う〉である。前者の規程は,新 生 ロシアにおいて実施 される会計
と公表 される会計報告書(財 務諸表)の 基本原則 を規定 した ものであ り,後 者
の勘定計画 とその適用 を解説 した訓令 は,財 務諸表作成 に必要 な会計データの
収集,記 帳のための コンテ ンラーメンとその注解 を示 した ものであ る。 よって,
2一 経 理 知 識一
前者の規程は,西側で広 ぐいわれているいわゆる会計基準や財務諸表規則に相
当するものとなっている。
そこで,本 稿では,新 しい条件の もとでロシア連邦が制定 した諸会計法規の




「92年会計 ・報告書規程」 を考察す る前 に,そ の特徴 を浮 き彫 りにす るため
に も,ま ずは,こ れまでの ソビエ ト会計の もとでの会計 報告書 に関す る規程 は
どの ようにな っていたのか をみてみ よう。
ネ ッ プ
周知 の ように,、ソ連では,新 経済政策に終止符 を打 ち,短 期 間で農業の集団
は 　
化 と工業化 を強行 して,'30年代 に強度 の中央集権 的計 画経 済が形成 された 。
そ して,こ の計画経 済の もとで,'36年に,「国営,協 同組合 の経済機関,企 業
の会計報告書 とバ ランスに関す る規程」が制定 された。 この規程 は第2次 大戦
後 まで存続 したが,'51年に,「国営,協 同組合(コ ル ホーズ を除 く),公共の
企業 と組織の会計報告書 とバ ランスに関す る規程」 を制定 した。つ いで,同 規
程 は,'57年に改正 され,さ らに'67年に,'60年代 の経 済改革 に対応 して部分改
正され鷲 その後畑 年に,「会計報鰭 と,寸ランスに関す磯 鐘〕」が制定
された。 この規程 は,'80年1月か らペ レス トロイカ期 を経 て今 日の 「92年会
計 ・報告書規程」の制定 まで採用 された。 もっと も,ペ レス トロイカ期 には,
この時期の政治 ・経済改革 に対応 して作成 された,「会計報告書 とバランスに
関する規窪〕」・の草案がソ連邦嚇 省から発表されて繊 に付 されたが 揺れ
動 く政治 ・経済情勢のもとで,こ の草案 は実現することな く流れた。 したがっ
て,'79年に出た規程が ソビエ ト会計のもとでの最後の会計報告書規程 とな り,
今回の 「92年会計 ・報告書規程」が新生 ロシアの もとでの最初の会計報告書規
程 となった。そして,前 者はこれまでの計画経済のもとで制定 された規程であ
り,後者は市場経済を目指そうとしているもとで作成 された規程 となった。
一 新生ロシアにおける会計改革一ー一3
'79年の 「会計報告書 とバラ ンスに関す る規程」('79年6月29日付 ソ連邦閣僚
会議決定,以 下 「79年報告書規程」 という)は,い わゆるブ レジネフ停滞期 を
注3
打破 し,経済成長 を高めるために,党 と政府の共同決定が出され,こ の決定
を受けて,「会計 を組織することの改善と物質的,労 働的,財 務的資源の合理
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的,経 済 的利用における会計 の役割 を引 き上げることに関す る施策 について 」
('80年1月24日付 ソ連邦 閣僚 会議承認)な どが出た時期 に,制 定 された もの
である。 この規程 は,「1総則 」(1～6条),「2会 計報告書 とバ ランスの作成
基準」(7--31条),「3バランス項 目の棚卸」(32～33条),「4不用 となった財
産,債 権(債 務)お よび商品,資 材の不足 と損害のバ ランスか ら消去する手続
き」・{34--43条),「5会計報告書 とバ ラ ンスの提 出 と承認 の手続 き」(44～63
条)か らなっていた。いまの ちに考察する 「92年会計 ・報告書規程 」 との関連
で,こ れ らの内容 を概括する と,つ ぎの ようになっていた。
まず,「総則」では,予 算で運営 される施設 を除 いて,独 立採 算制で活動す
るすべての企業(合 同,組 織 も含 む)に 対 して,複 式簿記 による会計記帳 と月
次,四 半期および年度の会計報告書 とバ ランスの作成 を義務づけるとともに,
これらの記入手続 きと報告様式 はすべ て国が定め ると している。ついで,「会
計報告書 とバランスの作成基準」では,財 産 と決済の棚卸の結果 を正確 に示 し,
総合勘定の残高 とその明細勘定 である分析勘定の残高 との照合に基づいて,会
計報告書 とバランスを作成す ることを規定 したのちに,固 定資産 と流動資産に
ついての記載方法 を以下の ように示 していた。土地,鉱 産地,森 林 な どを除 く,
固定資産 は付随費用 を含む取得価額で計上 され,所 定の減価償却控 除率で償却
され,そ の固定資産の磨損額 をバランスに示す。流動資産(1年 未満で使用 さ
れ,100ルー ブル以下 の資産)は 付 随費用 を含 む実際原価 で計上す る。労働者
の休暇中の賃金や報奨金,経 常修繕費,保 証付で販売 された製品 に対する予想
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される購買者への支払額は,一 定の限度額で引当金 としてバラ ンスに計上す る。
債権債務は会計帳簿に基づいて表示す るとした。つ ぎに,「バ ランス項 目の棚
卸」では,会 計報告書 とバ ランス を作成する前 に,固 定資産は年1回 以上(建
物 などは2～3年 に1`回),家畜 は四半期 に1回 以上,債 権債務の決済 は年2
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回以上それぞれ棚卸 を行 うとしている。 さらに,「不用 となった財産,債 権
(債務)お よび商品,資 材の不足と損害のバランスからの消去する手続 き」で
は,固 定資産の消去,棚 卸の結果判明 した資産の実際残高 と帳簿残高との差額
の調整,不 良債権の処理などが規定 されている。そ して,「会計報告書 とバ ラ
ンスの提出と承認の手続き」では,企業は,月 次,四 半期,年 度の会計報告書




に,年 度のそれは翌年の1月20日以前に一 ソ連の会計年度は1月1日 から12月
31日まで一それぞれ提出する。企業合同については,そ れらは翌月の15日以前
と1月25日以前 となる。提出 される会計報告書 とバランスには,企 業長 と経理
部長の署名がなされる。監査は企業を管轄する上級機関で行われる。なお,会
計報告書とバランスを企業か ら受け取 った各機関は,そ の内容を審査 ・承認 し,
その内容を総合 した会計報告書 とバランスを作成 し,それを適応の省庁などに




に反映されていたが,同 じことは 「79年報告書規程」にも端的に示 されてい
た。規程は原則として独立採算制の国有企業 を前提 としてつ くられた一 コルホ
ーズに対 して連邦コルホーズ評議会が同規程の特例 を定めた一 ものであったが,
経営方法 として当時採用 されていた独立採算制は,再 三再四それを正真正銘の
独立採算制にする改革を試みたにもかかわらず,依 然 として国庫に大 きく依存
した企業活動のもとでのそれであった。そこで,企 業の唯一の所有者であった
国は,国 家財産を企業に供与 し,その運営か ら得た利潤を企業に一部留保させ
て徴収 していた。このため勢い,国 は企業に供与 した国家財産の運営や保全に
対 して厳 しい監視を行 うことになった。そ して,財 産保全がソビエ ト会計の主
バ ラ ン ス
要な課題 となり,貸借対照表を中心 とした財産計算が中核 となっていった。規
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程 において,バ ランス項 目の棚卸 を重視 して回数 を定めた り,バ ラ ンスか らの
資産の消去 を規定 していることなどは,そ の典型であろう。 また,規 程では資
産 を取得価額で計上 されるとしてい るが,そ れはすべ て国が決定 した価格 に基
づ くものである し,減 価償却 の計算 は'75年に設定 した統一減価償却控除率で
は ら
定 額法 に よって行 われていた 。 さらに,国 が企業へ供与 した国家財産 を監視
す るため に,企 業の経理部長は国 によって任命 された。その もとで,:企業 はダ、
資産の在高 と変化 をこれ また事細かに決めた会計処理で計算 し,そ の結果 を国
へ報告 していた。規程では,企 業 は月次,四 半期,年 度 の報告 を4カ 所の国の
機関に提 出す ることに しているが,そ の際の報告様式や記入方法 も国が定め,
報告内容は公表 されることもなt6濫 査も企業を管轄する上搬 関で済まさ
れた。そ して,す べての報告のデータは国の中央機関に集中され,集 約 された
会計データは統計数値に変えられて,国 民経済計画の策定や生産物の価格決定
などのために国によ って利用 される一方,個 々の企業は国民経済計画の単なる
遂行の場 となっていた。こうした情況下での会計報告の在 り方 を示 したものが,
「79年報告書規程」で あったのである。
会計 報 告 に対 す る改革 の 試 み
180年代の半ばから開始されたペ レス トロイカ期では,グ ラスノスチの展開
とともに,こ れまで企業で採用されていた独立採算制を正真正銘なものにする
改革が試みられた。 この改革の過程で,企 業により大きな経営上の自主性 を付
与 し,経営情報 を公開 して,企 業の労働者集団をよりいっそう経営管理に参画
な ア
させ る こ とを目指 した 。 この もとで,'89年1月,ソ 連邦財 務省 か ら新 しい
「会計報告書 とバ ランスに関す る規程」の草案が公表 された。
この草案は,「1総 則」(1・・-3条),「2会計報告書 とバ ランスの作成基準」
(4～33条),「3バランス項 目の棚卸」(34--36条),「4財産,債 権(債 務)
お よび商品i資 材,生 産物の不足 と損害 のバ ランスか ら消去 する手続 き」(37
～44条),「5会 計報告書 とバ ラ ンスの提 出 と承認の手続 き」(45～59条)から
な り,さ きの 「79年報告書規程」 とほぼ同 じ構成 となっていたが,つ ぎの よう
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な新 しい内容 も規定されていた。第1は,ソ 連での対外経済活動の進展で創設
されつつあったソビエ トと外国の資本による合弁企業などを,規 程の適用範囲
に含めたことである。第2は,企 業の経営上の自主性が拡大することに関連 し
て,1)資 産 を固定 と流動 とに区分する価額基準 を100ルーブルから500ルーブ
ルに引き上げたり,2)棚 卸の規模 と期間の決定を企業に委ねたり,3)労 働
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者の休暇中の支払や定年後の報奨金のための引当金設定の強制を廃止 したこと




このSう に改正 されていた とは い え,その構成 と内容 は 「79年報告書規程」 を
基本 において踏襲 した もの となってい た。それ は,こ の時期 はts8年1月か ら
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施行 された 「国有企業法」('87年6月ソ連邦政府決定〉に基づ く,国 有企業
の経営刷新 を軸とした経済改革を行っていた ときであったからである。
その後,ソ 連の政治 ・経済情勢は大 きく揺れ動 き,公表された草案 も十分に
討議 される情況 もないまま,'90年10月,「国民経済の安定化 と市場経済への移
行の基本方向」(以下 「基本方向」 とい う)が ソ連邦最高会議で採択 された。
そ して,国 有企業の脱国家化 ・民営化を行い,既 存の国有企業 と協同組合 とは
別に,株式会社,賃 貸借制企業,新 ダイブの協同組合,合 弁企業などを創出 し,
これらの所有形態の異なるそれぞれの経済主体を市場において競争 して企業活
動 をさせてい く政策が,徐 々に採 られていった。また,「基本方向」は,「経済
の基礎は企業であ り……市場の創設のために……統一会計制度 を組織するこ
〔54〕P.38
と」を明記 した。これにより,これまでの国民経済計算制度(統 計計算,会 計
計算,業 務 ・技術計算からなる制度)の ÷環 としての統一会計制度に代わる,
これからの市場経済のもとで活動する企業のための新 しい統一企業会計制度 を
〔1〕
つ くる作業が,す すめ られてい った 。 、
新 しい企業会計制度 をつ くるため に,さ まざまな論議が展開 さ私 話会議 が
開催 さ机 その内容 は ソビエ ト会計学界で唯一の メデ ィアで あつた 『会計」誌
(ソ連邦財務省発行)に 発 表 されていった。 同誌 の'91年1月号か ら,西 側 の
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ベロ
会計用語の解説や会計学界の状況の紹介 を載せる一方 統一テーマ 「会計 と市
場」のもとで会計の諸問題に関する論文 とこの種の会議の報告が,ほ とんど毎
号の誌上に掲載 されるようになった。これらの論文 と報告か ら,新 しい企業会
計制度をつ くるために解決 しなければならない実に多 くの課題があきらかにな
〔52〕
った が,そ の うち,「会計報告書 とバランス」についていえば,つ ぎのような
問題が提起 された。第1は,国 民経済計算(い わゆるマクロ会計)を 重視 して,
国民経済バランスや産業部門バランスとの関連で作成 されていたこれまでの企
業バランスを,企業会計(い わゆるミクロ会計)を 重視 して,個 々の企業の財
政状態を反映する貸借対照表に改編することである。第2は,こ れまでの企業
バ ランスから,当該企業 とその唯一の所有者であった国との利害関係 を示す項




の経営成績 を示す損益計算書 と,その損益の処分を示す利益(損 失)処 分計算
書をつ くることである。第4は,こ れらの新たにつ くられた財務諸表 を,こ れ
までの官庁内監査ではなく新設される監査法人によって監査 し,そ して規定の
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機関 に提出 し,広 く公表するこ とである。
もとより,こ うした問題 を解決す るためには,貸 借対照表 に表示す る資産 な
どを,国 が決定 した価格 ではな くて,創 設 される市場 で成立す る価格 に基づ い
て評価する客観 的な方法や,損 益計算書 に計上す る損益 を測定す る広 く認 め ら
た方法 をつ くる必要が あ った。 と くに,シ エ レメ ッ ト(H.k}peMeTA.A.)が強
調 していたようぽ ㌔ 々の企業のため↓こ,1)繊 繍 の もとで得 た利益の'
形成要因を確定 し,2)諸 要因からなる利益の大 きさを測定 し,3)測 定 され
た利益 に対 して税法上の課税額 を算定 し,4)企 業へ留保 される利益額 とその
処分 を決定する,と い う一連の一般的に認められた方法を社会的に統一 しなけ
ればならなかった。その理由はつぎの点にあった。これまでの国民経済計算制
度の一環 としての統一会計制度においては,企 業での会計処理は事細かに国に
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よって定められていたが,そ の主 目的は,さ きにも触れたように,国 民経済計
画の策定や生産物の価格決定のための会計データを個々の企業から統一 した方
法で得るための ものであった。 しか も,その方法 は国の経済政策の変更のつ ど
朝令暮改 を繰 り返 していた。そこには,西側で採用 されているような企業のた
めの計算秩序 となる会計基準はな く,個々の企業 においては,国 の定めた統一
勘定計画に配置されている諸勘定を使 って,企 業会計ではなく企業簿記が採用
されていたに過 ぎなかったからである。ここに,経 済の基礎 に企業 を置 き,市
場 を創設 してい くには,新 しい財務諸表の作成と同時に,一 般に認められた企
業での会計処理のための基準 を策定することも課題 となってきた。
こうした 「会計報告書 とバランス」の改革 と企業会計基準の策定が討議 され
て,ま だその結論が出ない うちに,一 方で既存の国有企業が存在 し,他方で民
営化政策等で生 まれたさまざまな新 しい経済主体が存在する,と いう情況が出
現 してきた。 しか もこの複雑な情況下で,こ れらの企業 は,「会計報告書とバ
ランス」を作成 し提出する決算期(年 度末は12月31日)を迎えていた。そこで,




① 「会計報告書 とバランスに関する規程の変更について 」('90年2月23
日付書簡)
② 「賃貸借財産に関す る取引 を会計 と報告書 に反映 させ る手続 きについ
〔[4〕
て 」C90年4月11日付国家統計委員会 との共同指示)






て 」('90年7月17日付 書 簡)
〔18〕
⑤ 「企 業,合 同お よび組 織 の会計 報告書 につ い て 」('90年10月12日付 書
簡)




⑦ 「予算で活動 す る施設 と組織 の1991年における会計報告書の作成 につい
〔23〕
て 」('91年7月15日付書簡)
⑧ 「企業,合 同お よび組織の年度会計報告書様式の記入手続 きに関する訓
〔24〕
令 」('91年7月26日付 書 簡)
⑨ 「外国資本を伴 う企業の年度会計報告書の作成手続 きについぞ〕」('91年
8月30日付書簡)・
上記の① は,ま だ 「79年報告書規程」が存在 していたので,そ の後の新 しい
条件 に対応 させ るために,そ の内容 を部分修正 した ものである。'②は,国 有企
業財産の賃貸借制が実施 されたことか ら,そ の対象 となる財 産取引 の会計処理
と報告書への反映 を示 したものであ り,③ は,新 しい経済主体 として,協 同組
合(組 合 員25人以上 〉,賃貸借制企業,小 企業が創 出 されたこ とか ら,こ れ ら
の企業の会計報告の在 り方 を示 した ものである。④ は,企 業 に とっての'90年
度決算報告の仕 方 を示 した ものであ る。⑤ は,つ1年か ら適用 される こととな
った企業 の会計報告 の在 り方 を規定 した ものであ り,⑥ は,企 業に とっての
'91年度決算報告の仕方 を示 し
,そ の手続 きを示 した ものが⑧ であ る。F⑦は,
予算で運営 される施設 に とっての'91年度決算報告の仕方 を示 した ものであ り,
そ して⑨ は,新 しい経済主体 として外国資本 との合弁企業が設立 された ことか
ら,合 弁企業の会計報告書 の作成手続 きを示 している。
こうして,ソ 連邦財務省 は,既 存 の規程 を修正 した り,、新 しい法規 を制定 し
た りして,そ れぞれの企業 に対す る当面の決算報告 の在 り方 と仕方 を提示 した
が,そ の中で もっとも重 要な ものは'91年か ら適用 されるこ とになった⑤の書
簡(以 下 「90年報告書書簡」 とい う)で あ った。その理 由はつ ぎの点 にあ った。
「90年報告書書簡」は,上 記の③ の書簡 を無効 とし,独 立採算制に基づいて活
動す るすべての企業法人(た だ しソ連邦国立銀行 を除 く)が 作成 し提供 すべ き
会計報告書の在 り方 を規定 したかち であ る。 また,書 簡 は,「会計報告書 とバ
ランス」 とこれ まで呼んで いた もの を,西 側で広 くいわれている 「財務 諸表」
と類似 した ものに改編 したか らであ る。,
10-一 経 理 知 識一一:一・一
③ の書簡では,協 同組合,賃 貸借制企業,小 企業 のための年度会計報告書 の
様式 とその記 入手続 きが詳細 に示 されていた。 だが,そ れ を無効 に して,「90
年報告書書簡」は,既 存の国有企業,新 しい経済主体 とな った協 同組合,賃 貸
借制企業,小 企業そ して合弁企業 などのすべての企業のための会計報告書 の様
式 と記入手続 きを定 めたのであ る。 これ によ り,す べ ての企業の 「会計報告書
とバランス」は1つ の法規で統一 して示 されるようになった。 また,ソ ビエ ト
バ ラ ン ス
会計では,さ きにも触れたように,貸 借対照表を中心 とした財産計算が中核に
なっていたので,西 側 と同じような貸借対照表は存在 していたが,西 側の損益
計算書に相当するものは,国 民経済バランスと直結 していた独特の収支バラン
〔50〕p239,注IO
ス で あ っ た 。 そ こ で,「90年 報 告 書 書 簡 」 は,こ れ ま で 「会 計 報 告 書 と バ ラ ン
ス 」 と 呼 ん で い た も の を 会 計 報 告 書(6yxraJITepcKafioTueTHocTb)とし,
こ の 会 計 報 告 書 を貸 借 対 照 表(6anaHC)と 損 益 計 算 書 お よ び 利 益(損 失)処
分 計 算 書(oTqeToq)"HaHcoBblxpe3ynbTaTaxMvaxHcno刀b30BaHMH)とに
大 別 し,後 者 は,1>損 益 計 算 書((14iHaHcoBblepe3yJlbTaTbl),2)利益 処
分(HcnoJlb30BaHHenpH6blJIH),3)国庫 へ の 支 払(n刀aTe畑B6酬eT),
4)利 益 に 対 す る 課 税 特 恵 算 定 で 考 慮 さ れ る 費 用 と 支 出(3aTpaTblH
pacxozlbl,yguTblBaeMb1efipHncuucneHHHnbroTnoHanoFyHanpu6blnb)カi
注11
らなるとし,表1～ 表5に みるようなこれらの様式 を示 した 。そ して,こ れ
らの財務諸表様式に記載されている諸項 目の内容 を説明 し,その記入方法を指
示 して,作 成 した財務諸表 を,1)国 の税務機関,2)企 業を管轄する上級機
関(国 有企業の場合),3)設立文書による企業の所有者,株 主,組 合員など,
4)信用契約による銀行機関,5)設 立文書 と契約による取引所,仕 入先,得
意先などに提出するとした。
'91年からすべての企業で採用 されることになった貸借対照表 を,'80年代の
それと比較すると,つ ぎのように変化 していた。貸借対照表の借方項 目と貸方
項 目をともに減らし,これまでの国民経済計画の策定などに必要な会計データ
の収集のための項 目や,企 業と国家との利害関係 を示す項 目を整理 し,代わっ





借 方 行の番号 期首金額 期末金額




基 本 投 資 と前 払 金(33,35,61) 030
長期財務投資(55,58) 040
利益処分(81) 050






生 産 用 在 庫 品(05,06,07,08,12) 100
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指 標 の 名 称 行の番号 利益 出
1 2 3 4
生産物(作業,用 役)の販売から 010 ×
の売上高(総収益)
取引税 020 ×
… … ◆… … … ●…'… … …'1… … …'" 030



















































一一経 理 知 識一
利益に対する課税特恵算定で考慮される費用と支出
指 標 の 名 称 行の番号 期中の実額
1 2 3






保健施設,成 員,労 働不能者の家,就学前の小供 530
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項 目が導 入 され,有 価 証券,外 貨,手 形 な どの新 しい項 目が加わ っ た。 だが,
まだ貸借対 照 表項 目に計上 され る会計 デ ー タは,'92年1月か ら採 用 される
「91年勘定計画」ではな くて,い くつかの新 しい勘定 を補いなが ら,こ れ まで
採 用 されて きた統一勘 定計 画一'85年3月28日付で ソ連邦財務 省が承認 した勘
定計 画一 による諸勘定か ら算定 されたデ ータに基づ くものであ った。他方,新
規 につ くられた損益計算書 と利益(損 失)処 分計算書 をみる と,そ れは西側 の
それ と類似 した ものであ った。 ソビエ ト会計の もとでは,西 側 の ような損益計
算,利 益処分,課 税算定 は軽視 または無視 されていたので,こ れ らの報告書 は
西側 の会計基準や会計慣 習 を参考 に してつ くらねばな らなか ったか らであ る。
しか し,利 益処分,国 庫へ の支払 などをみる と,.そこには,生 産発展基金や社
会的発展基金への積立,労 働資源や天然資源の使用料 など,こ れ まで国が定め
ていた項 目が まだ残 っていた。そ して,損 益計算書項 目に計上 される会計デー
タも,こ れ までの統一勘定計画 による諸勘定か ら算定 された ものであった。 こ
一 新生ロシアにおける会計改革一17
うして,'91年か ら採 用 され る会計 報告書 は西側 の財務諸表 と呼 ばれる ものに
接 近 した。それは,「国有企業法」に代わ って,こ の時期 は'91年1月か ら施行
すロ　
され商業 秘密 を容認 した 「企業 法 」('90年6月ソ連邦政府決定)に 基づ く,
すべての企業 に対す る経済改革 を行 っていた ときであ ったか らである。 だが,
この会計報告書 も,揺 れ動 いたペ レス トロイカの中か ら生 まれた未発達の ご く
初歩的な市場の出現 で改編 された とはいえ,そ れは主 として国有企業での採用
を前提 に してつ くられ,そ の内容 は ソビエ ト会計の慣 習 を継承 した もの となっ
ていた。
新生ロシアにおける会計と報告書の規程
改編 された会計報告 を採用 してい くことになった ¶91年は,ロ シア共和国で
は,ソ 連邦政府決定の 「企業法 」 に代 わる もの と して,'90年12月に制定 され
ネロ ヨ
営利 目的 をい っそ う鮮明 に盛 った 「企業 と企 業活動 の法律 」(ロシア共和国政
府決定)が 適 用 されてい く年で もあ った。 そ して また,'91年夏 に,ク ーデ タ
ーが起 き,そ の後iバ ル ト3国 が連邦 から離脱 ・独立 し,各 共和国 も主権宣言
が行 われ,年 末には ソ連邦が崩壊 した年であ り,こ の 聞に,新 生 ロシアで経 済
の急進的な資本主義化政策が採 られてい く時期であった。 こうした背景の もと
で,ロ シア連邦財務省か ら 「92年会計 ・報告書規程」が公表 されたのである。
















解決 したもの となっていた。しかも,その内容は,そ の後の経済の急進的な資
本主義化政策のため,西 側の会計基準や会計慣習へ よりいっそ う近づけたもの
であった。以下,そ の内容 をみてみよう。,
まず,規 程の 「前文」では,ロ シア連邦における所有形態 と所属 とに関係な
く,ロ シア連邦の法律によって法人格 をもつ(外 資 を伴 う企業 を含む)企 業 と
組織(以 下,企 業という)お よび予算上の資金で運営 される施設と組織(以 下,
施設という)の ための会計 と報告書の統一的な方法論 を示 し,会計の組織化 と
実施,会 計報告書の作成 と提出の手続 きを規定 した ものが,本 規程であるとし
ている。そして,企 業 と施設における会計と報告書に関する諸法規 も,この規
程 を基礎にして制定 されることになるとする。この内容から,企業 と施設にお
ける会計 とその報告書の統一的な方法論を示 し,今後の諸会計法規の制定の基
〔29〕
礎 となるものが,「92年会計 ・報告書規程」であることを知ることがで きる 。
つ ぎに,「総則」においては,企 業 と施設は財産や経済取引などの会計を現
物指標に基づいて貨幣的表示で継続的に行 わなければならない とし(1条),




原料,材 料,完 成 品お よび商品(50～53条)
仕掛 品 と次期以降の費用(54～56条)
基金 とリザ ーブ(57～61条)
債権者 ・債務者 との決済,そ の他の項 目(62～68条)
企業の損益(69～73条)
会計報告書 の提 出手続 き(74～83条〉
この規程 は,こ れまでの 「会計報告書 とバ ラン
一 新生ロシアにおける会計改革一19
会計の主要な課題 として以下の3つ を挙げている。1)効 率的な指導 ・管理の
ために,ま た投資家,仕 入先,得 意先,債 権 ・債務者,税 務 ・金融 ・銀行機 関,
その他の利害関係者のために,企業 と施設の経済取引と活動成果の完全で信頼
できる情報を作成すること,2)規 定の基準,基 準指標,予 算による財産め在
高 と変動,物 質的 ・労働的 ・財務的資源の利用を統制すること,3)経 営 ・財
務活動における否定的現象を適時に予防 し,経営内にある余力を摘出すること
である(2条)。 また,会 計組織については,1)企 業の種類や経営の具体的
な条件に対応 した会計業務の組織形態を自主的に設定できること,2)本 規程
で定めた一般的な方法論に依拠 しなが ら,ロ シア連邦財務省などが新たに設定
した形式 と方法で会計の形態 と方式 を決定すること,3)製 造部門内の会計,
報告,統 制のシステムを作成することを規定 している(3条)。 さらに,企 業
と施設(以 下,企 業 という)は,製 造部門別 ・経営部門別 ・支店別 ・代理店別
・責任単位 ・小 単位別にバランスを作成で きることを示 している(4条)。以
上の内容から,第1に,こ れまでの国家計画の策定のための国民経済計算制度
の一環 としての会計制度か ら,企業 とその利害関係者のための企業会計制度へ
の移行が正式に認知 されていること,第2に,こ れまで省庁は採用すべ き会計
業務の組織形態を管轄下の企業に指示 していたが,企 業が独 自の判断で管理会
計をも含む会計業務の組織形態を設定できるようになったこと,第3に,こ れ
まで国が事細かに会計処理 を朝令暮改を繰 り返 しながら定めていたが,企 業 は
本規程 を遵守 して新 しい会計法規で定めた会計処理の中から選択 した方法を採
用できるようになったことなど,をみることがで きる。
「会計の実施の基本原則」の前文では,企 業は勘定計画に従って複式簿記で
会計を行い(5条),本 規程の原則 と経営の条件に応 じた経済取引の反映 と財
産の評価の方法を採用 し,その採用の継続性 を求め(変 更の際には年度会計報
告書に注記する),月次,四 半期,年 度のすべての経済取引 と棚卸の結果を記
帳 し,費用と収益を会計期間に正 しく割当て,収 益的支出と資本的支出とを区
分 し,取引の明細計算(ロ シア会計では分析計算という)のデータとその総合
計算の勘定残高 との一致 を規定 している(6条)。以上の内容から,広 くいわ
20-一 経 、 理 知 識一
れて いるところの正規の簿記 の原則,継 続性 の原則,発 生主義 な どに相 当す る
ものが定め られていることをみることがで きる。 なお,こ の場合,採 用 される
勘定計 画は,新 たに作成 され'92年か ら適用 され る 「91年勘定計画」であ るこ
とはい うまで もない。
「経済取引の文書確認 と会計記録へ の反映」においては,会 計帳簿への記帳
の基礎 となる ものは,経 済取引の遂行 を示 した原始 的会計証逓書類であ る とし
た上で,そ の法的要件(名 称,様 式,作 成 日,取 引 の内容 と測定,責 任者 の署
名な ど)を 規定 し(7条),会 計帳簿へ記帳 された証愚書類 のデ ー タは会計報
告書へ と反映 され(8条),こ れ らのデー タの不明確 な訂正の禁止(9条),経
理部長の もとで証愚書類,会 計帳簿,会 計報告書の保管(10条)を 規定 してい
る。 この内容か ら,原 始的会計護憲書類の重視や会計帳簿等 の保存 などをみ る
ことがで きる。
「財産,債 権債務 お よび経 済取引の評価 」 においては,財 産,債 権債務,経
済取引 は,実 際の支 出額 で評価 され(11条),ロシア連邦内で効力 をもつ ルー
ブル通貨 で計 上 し(12条),外貨に よる取引 についての記帳 は取引時点 にお け
るロシア連邦 中央銀行に よる外貨換算相場で算定 した金額で行 うことを規定 し
ている(13条)。この内容か ら,資 産等を取得原価主義 で計上す ることをみ る
ことがで きるが,そ れ もこれ までの国が定めた価格ではな く,市 場価格 に基づ
くものである ことはい うまで もない。
「棚卸」 において は,会 計 と報告書 のデー タの信連性 を確保す るために,棚
卸 を実 施す るが(14条),その回数,実 施 日などは企業 の独 自の判断で決定 し
(15条),1)企業 を賃貸借制企 業や株式会社 な どへ改組す る際,2)責 任者
の交代 の際c(事務引 き継 ぎの とき),3)不 正 が発見 された際,4)火 災や天
災 の際 には,棚 卸 は しなければな らない とし,(16条),そして,実 施棚卸のデ
ータと帳簿残高 との不一致 は,そ の発生原因 と責任 とを明確 に して調整 され,
その不足分が規定の範囲内であれば企業長の判断で損 失 と して処理 されるなど
を規定 してい る(17条)。以上の内容 か ら,こ れまで と異 なうて,棚 卸の回数
などを企業の 自主的な判断 に委ねているこ となどをみ ることがで きる。 なお,,
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不動産については2～3年 に1回 の棚卸 を薦めている 。
ついで,「会計の組織化」においては,会 計を正 しく実施するために,企 業
は経理部長の要望を取 り入れながら会計 を組織する全責任 を負うとし(18条),
この会計の組織化の方法 として,企 業の亜部門である経理部を中心 とした組織
化などを挙げ(19条),経理部長は企業長に従属 し,企業長が経理部長の任命
と解任をすることを規定 している(20条)。また,経 理部長は本規程やその他
の会計法規 を遵守 して会計 を実施 し(21条),さきの会計の課題を遂行 し(22
条),証愚書類や報告書に企業長 とともに署名 し(23条),法規;契 約,規 律 を
守 り,会計データを企業長へ報告 し,も し非合法な会計業務の実施を企業長よ
り指示 されたならば,そ れを実施するが,そ の責任は企業長が負うとしている
(24条)。経理部長の配下にある現金出納係 などの任命 と解任 については経理




それを規程に明記 しているのは,こ れまでのソビエ ト会計の もとでは,経理部
長は国の定めた 「経理部長に関する規程」一現在ではこの種の法規はな くなっ
ている一 に従 って会計 を行っていたことからの訣別をあきらかにしたことにあ
　 べ
る 。それ は,「企業 と企業活動の法律」によって,経 理部長 を含め,企 業が従
業員の雇用 ・解雇 を自主的にで きることになったことに対応 させた もの とな っ
ている。
、さて,「会計報告書 」の 「基 本的要件 」においては,企 業の会計報告書 には
財政状態 と経営成績が反映 されな くてはな らず(28条),会計報告書の ヒナ型
となるその記 入方法 はロシア連邦財務省で設定する と している(29条)。そ し
て,法 人格 を もつ企業 は各事業部や支店な どの会計報告書 も作成 し(30条),
な ハら
企業にサービスを提供する集中経理組織 も財産の在高 とその源泉 を示す会計
報告書 を作成 し(31条),省庁やその他の管理機関は傘下の企業の報告書 を総
合 した会計報告書 を作成するとしている(32条)。また,す べての企業の会計
22-一 経 理 知 識一
年度 は1月1日 か ら12月31日(31日を含 む)ま で とし(33条),会計報告書 に
含 め られる情報 は総合計算 と分析計算 のデー タに基づ くもの と し(34条),会
計報告書 における誤 りの訂正 は訂正 日,訂 正 した人名,そ の人の署名 を要す る
ことを規定 している(35条)。この内容 か ら,財 務省 に よる財務 諸表様式 の制
定や これ まで通 りの会計期 間などを知 ることがで きる。
そ して,「会計 報告書項 目の評価原則」 において は,各 項 目別 に以下 の よう
な評価原則 を規定 している。
「基本的投資 と財務的投資」。基本的投資 とは,建 設 ・組立活動の費用,設 備,
器具な どの取得費,そ の他 の費用(計 画 ・設計活動,地 質調査 活動,鍵 孔 活動
な どの費用)で あ り,こ れ らの投資 は実際 の費用額 で計上 され(36条),一時
ト
的に稼動 しているが,ま だ継続的に稼動 していない基本的投資の客体は固定資
産 とせず,こ の客体の費用を未完成な基本投資 として処理する(37条)。財務






的 ・現物的価値物であ り(39条),建物,構 築物,伝 達装置,作 業機 と動力機
および設備,測 定 ・調整用具と装置,計 算機,運 送手段,器 具,生 産用 ・事務




産 として処理す る(41条)。企業が法律 に従 って取得 した土地はその取得価額
で記帳 され,報 告書に反映 される(42条)。固定資産はその取得価額で記帳 さ
れ報告書に反映 され,こ の取得原価の修正は当該客体の部分的な建設 ・再建,
補足的な装備,部 分的な除却などの場合のみに認められる。固定資産の価額は
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固定資産の磨損 を算定 し,その額 を報告書 に示す(45条)。価額に関係 な く1
年以内に使用 される客体,耐 用年数 に関係な く取得価額3,000ルーブル以下の
注16
客体 は,固 定資産 とせず流動資 産 とす る(46条)。46条の客体の一部 につ いて
は,在 庫 か ら使用 に移す際にその価額 に対す る一定額 を磨損 と して算定 し(47
条),ま たその取得価額 は報告書 に反映 させ る(48条)。以上の内容の中で と く
に新 しい点 は,土 地 の私有化政策に よって42条が盛 り込 まれた ことであ る。 ま
た,43条で いわれてい る法規 で認め られた減価償却控 除率 と して は,現 在,
'91年1月か ら採用 されてい る 「統一更新用減価償却控 除率」('90年10月22日付
注17
ソ連邦 閣僚会議承認)が あ る 。 なお また,現 在 の ロシアで は,'92年1月か ら
の価格 自由化政策 によって,超 インフ レーシ ョンに見舞 われている。 このため,
注18'92年7月1日の時点で固定資 産の再評価が実 施 され
,こ の時点 の時価価 額が
固 定 資 産 の 新 しい価 額 とな っ て い る。 他 方,無 形 資 産(HeMaTepvaanb-
HblnaKTMB)につ いてはつ ぎの ように規定 して いる。無形資産 とは土地,水,
その他の天然資源の利用権,工 業用 ・知的所有権,そ の他 の類似の権利 であ り,
この資産はその取得価額で計上 され,そ の利 用期 間中に規定 の率で償却 される。
有効 な利用期 間 を決定 で きない無形資産は,そ の期間 を10年(企業活動期 間内
の10年)と して償却 す る。 無形資 産の償 却額(磨 損 額)は 報 告書 に示す(49
条)。これが,こ れ まで の ソビエ ト会計 には なか ったいわゆ る無形 固定資産 に
つ いての規定である。なお,無 形資 産 と して は,具 体的 には,発 明権,ノ ウハ
ウ,コ ンピュー タソフ トウ ェア,商 標権,著 作権,商 号 な どを挙 げ,無 形資産
を毎月償却す ると している(例 えば,利 用期 間5年 の ものについて はその取 得
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価額の1/60を,10年の もの につ いては1/120をそれぞれ償却す る)。
「原料,材 料,完 成 品お よび商品」。原料,主 要 ・補助材料,燃 料,購 入半 製
品,予 備部品,包 装資材 な どは,付 随 費用 を含めたその実際費用で計上 され る
24-一 経 理 知SU-一
(50条)。完成生産物 はその生産に要 した実際の生産原価でバランスに反映 さ
れる(51条)。小売商業の商品は小売(販 売)価 格で,卸 売商業の商品は購入
価格 または販売価格でバランスに反映 される。購入価格 と販売価格 との差額は




業は実際原価に基づいて生産物の原価計算 を行 うこと,棚 卸資産については
取得原価で評価するが,と きにはいわゆる低価基準の採用 もで きることも示 し
ている。
「仕掛品 と次期以降の費用」。予定 された技術的過程のすべての段階を経過 し
ていない生産物(ま たは作業)な どは仕掛品とし(54条),大量 ・細別生産の
仕掛品はノルマ(計 画)原 価で,単 一生産の仕掛品は実際生産費でバランスに
示す(55条)。当期になされた支出で も,次期以降に関係するものは次期以降
の費用 として示す(56条)。この内容から,ノ ルマ原価 または実際生産費によ
る仕掛品の評価,次 期以降の費用の規定 をみることがで きる。
フ オン ド
「基金 とリザーブ」。定款基金 は企業の設立文書で決定 した金額に対す る企業
の参加者(所 有者)の 出資額 であ り,報 告書 には定款基金額 と参加 者(所 有
者)の 持 分額 とが示 され る(57条)。企業 は法規 に従 って利益 か ら予知で きな
い損失 ・損害 を補填す るために リザ ーブ基金(pe3ePBHblva(bOHＬL)を設定 し,
この基金 の未利 用残高 は繰 り越 す ことがで きる(58条)。企業は不 良債権 のた
めの リザ ーブを設定す るこ とがで き(59条),この リザ ーブは期末 に行われ る
債権の棚卸に基づ いて設定 し,そ の額 は債務者 の支払能力などをみて算定 し,
リザーブの未利用 残高 は適応年度の利 益 に戻 す(60条)。企業 はつ ぎの ような
リザ ーブ を設定す ることがで きる。1)従 業員の当面の休暇手 当に対す る もの,
2)定 年後の年度報酬支給 に対す る もの,3)固 定資産の修繕 に対 する もの,
4)季 節工業部門の準備作 業費に対す る もの,5)賃 貸借 の客体の当面の修繕
に対す る もの(61条)。以上 の内容 か ら,資 本金に相 当す る定款基 金 に関す る
規定 と,貸 倒引当金,退 職給与引当金,修 繕引当金 な どに相当す る リザ ーブの
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設定が定められていることをみることができる。 しか も,リザーブの設定 とそ
の種類は,「79年報告書規程」 と'89年のその改訂草案 と比較すると,よ り弾力
的にな りより多 くなっている。
「債権者 ・債務者 との決済,そ の他の項 目」。債権 ・債務の決済額は会計記録




に反映 される(64条)。罰金,科 料,違 約金の受領 と支払は経営活動の結果に
関連づけ,そ の受領 と支払の前には債権や債務 として示す(65条)。有効期限
を経過 した債権,回 収不能金は,企 業長の決断で不良債権のための リザーブの
資金で消去 し,その金額は,債 務者のその後の財政状態の変化で回収の可能性
をみるために,消 去か ら5年 間,バ ランスに表示 される(66条)。有効期限の
経過 した債権 ・債務の金額は経営活動の結果に関係づける(67条)。災害によ
る損失は企業長の判断で リザーブ基金などで補填する(68条)。この内容から,




益(損 失)は,1)生 産物(作 業,用 役)の 販売からの利益,2)不 用固定資
産や財産の売却からの利益,3)そ の他の販売外からの利益からなる(69条)。
生産物(作 業,用 役)の 販売からの利益(損 失)は,そ れ らの実際の販売価格
による売上高(付 加価値税 と間接税 を除いたもの)と それ らの生産費と販売費
との差額である。この売上高は,非 現金決済では銀行の勘定へのその代金の振
り込みによって,現 金決済ではその現金の受領によって,ま たは商品の積送や
決済証愚書類の得意先への提示によって,認 識 される(70条)。期中に判明 し
た過年度の取引に関する利益(損 失)は,当 期の経営活動の成果に算入する
(71条)。当期に得た収入で も,次期以降に関係する ものは次期以降の収益 と
して報告書 に示 し,そ れは適応 の会計期間の経営活動の成果 とする(72条)。
26-一 経 理 知 識一一
バランス利益はバランスの貸方に,損 失はバ ランスの借方に示 し,年度報告書
には未処理損失や未処分利益 を表示する(73条)。この内容か ら,発 生主義,
実現主義などによる損益計算が定め られていることをみることができる。
最後に,「会計報告書の提出手続 き」ではつ ぎの ような規定 を示 している。
企業(た だ し外貨を伴う合弁企業 を除 く)は,四 半期 と年度の会計報告書 を,
1)所有者(国 家財産の管理 を付与 された機関,企 業の設立文書による設立者,
参加者),2)国 家税務監督機関,3)国 家統計機関,4)そ の他の国家機 関
(法規で企業活動の個々の側面 を点検 し,適応の報告書を受け取る機関)へ 提
出 しなければならないし(74条),四半期会計報告書 を当該会計期 間の翌月の
20日までに,年 度会計報告書は当該年度の翌年の3月1日 までに提 出する(75
条)。外貨 を伴 う企業は,設立文書で定めた参加者(所 有者),国家税務監督機
関,国 家統計機関へ,年 度会計報告書 を当該年度の翌年の3月15日までに提出
する(76条)。予算の資金で運営 される施設 は,予 算支出の月次,四 半期,年
度の会計報告書 を規定の期 日までに上級機関に提出し,そ れに基づいて,省 庁
や・管 理 機 関 は 月 次,四 半 期,年 度 の 総 合 的 会 計 報 告 書(CBOAHaH
6yxraATepcKaAoTyeT}{ocTb)を作成 し,そ れ ロシア連邦財務省 と財務機
関に規定の期 日までに提出する(77条)。会計報告書の提出 日は郵便の消印で
あb,提 出期 日が休 日の場合はその翌 日となる(78条)。会計報告書 は企業長
と経理部長 によって署名 される(79条)。企業 と施設の年度会計報告書は,本
規程で定めた提出先へ出す前に,企 業の設立文書による方法で点検 され,承 認
され(80条),また利害関係者(取 引先,得 意先,仕 入先など)に 公表され,
監査法人の監査 を受ける(81条)。ロシア連邦の省庁 は,管 轄下の企業の総合
的四半期会計報告書 を当該会計期間後35日以内に,年 度会計報告書 を当該年度
の翌年の3月25日までに,ロ シア連邦の経済省,財 務省,国 家統計委員会に提
出す る(82条)。企業の自由意思で形成 された経済管理組織は,設 立文書で定
めた方法でまた場所に,会 計報告書 を作成 し提 出する(83条)。以上の内容か
ら,第1に,財 務諸表に相当す る会計報告書 は 「90年報告書書簡」で示されて
いた場所 とほぼ同 じ所へ提出されること,第2に,会 計報告書は企業の設立文
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書で定 め られた方法で承認 され,監 査法人の監査 を受 け,広 く公表 され ること
な どを,知 る ことがで きる。なお,監 査法人 として は,例 えば,会 計 監査 やコ
注21
ンサ ルテ ィング ・サ ー ビス を行 う 「株式会社INAUDIT」がすで に活躍 してお
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り,また,最 近では,監 査基準の草案が公表 され,現 在討議に付 されている。
他方,採 用 される会計報告書の様式 と記入方法一29条でロシア連邦財務省が設
定するとした もの一 はまだ示 されていない。だが,現 実に新聞紙上に公表され
注22
ている個々の企業の会計報告書をみると,その様式の基本的な構造は,さ きに
触れた 「90年報告書書簡」で市場経済への移行のために改編 されたもの となっ
ている。ただ し,会計報告書のうち利益処分,国 庫への支払などにおいては,
注23
国が 当時定めていた項 目は取 り除かれてい る。 このことは,「企業 と企業活動
の法律 」によって,企 業が税や配当金などの支払後 に残 った利益 を自由に処分
で きることになったか らである。
おわ りに
これ までに,わ れわれは,'79年に出た 「会計報告書 とバ ラ ンスに関 する規
程」,ペ レス トロイ カ期 に示 されたその改正 された規程草案,'90年の書簡 「企
業,合 同お よび組織 の会計報告書 について」 な どを追 いなが ら,'92年に制定
された新 しい 「ロシア連邦 における会計 と報告書 に関す る規程 」の内容 を考察
した。 この考察か ら,中 央集権 的計 画経 済 を反映 していた会計 報告の在 り方が
徐 々に改編 され,市 場経済で採用 されている西側 のそれに漸次接近 してい くこ
とがあ きらか になった。 しか も,'92年の規程 は,財 務 諸表 についての規程 と
いうだけでな く,会 計基準 ともい える ものにな ったことも知 る ことがで きた。
ところで,現 在,東 欧諸国において も会計改革 を行 ってい るが,そ れを調査
したベ イ リー(BaileyD.T.)はつ ぎの ような見解 を示 してい る。「中央集権的
計画経 済か ら市場経済へ の移行期 における会計改革のアプローチは,つ ぎの4
つ の段 階 を経 て進展す るか も知 れない。1)公 表財務諸表の開示原則 の確立,
2)開 示範囲の決定,3)上 記 の1)と2)の 法規化,4)上 記0)2)を開示
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す る際の諸項 目の決定 である 」 とい う。 そ して,こ の4つ の段 階 は先進資 本
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主義経済 における企業の会計報告の改善 にとっての筋道で あった し,こ の4つ
の段階が開示範囲の拡 大 とともに繰 り返 し論議 され,そ の過程 で第4の 段 階 に
対応す る一般的 に認め られた会計原則 といわれ るような会計基準が制定 されて
きた とい う。 た しかに,こ の見解 に従 うならば,中 央集権的計画経 済か ら市場
経済へ と同 じく移行 しようとしてい るロシアでの会計報告の在 り方 に対す る改
革 も,大 筋で は東欧諸 国で一歩先ん じて行 われている会計改革 と同 じ方向で進
展 してい るといえる。 この過程で,新 生 ロシアの会計改革のための最初の礎 石
とな り,こ のの ち関連す る諸会計法規 を制定す る際 に拠 り所 となる,「92年会
計 ・報告書規程」が と もあれつ くられたのである。だが,今 後,こ の会計改革
の実践 の中で,自 己規制 に大 きく依存するア ングロ ・アメ リカ ン的 アプローチ
を採 るのか,そ れ とも,法 的規範 に大 き く依存す るフランコ ・ジ ャ・一マ ン的ア
プローチ を採 るのかは,ま だ定かで ない。
(注)
1)'17年の十月革命後 とネ ップ期の社会主義 ロシアの もとでの会計 については,
〔56〕を参照。
2)'36と'51年の規程,そ の改正 については〔51〕の第IO章を参照。 なお,ソ ビエ ト
会計では,.企業は月次,四 半期,年 度の会計報告書を作成 していた。月次会計報ン スハ フ
告書は貸借対照表,そ の項 目説明書 などであ り,四半期会計報告書は月次会計報
告書に生産物の原価 と販売の報告書,財 務的成果の報告書などを加えたものであ
り,年 度会計報告書は四半期会計報告書 に生産費の報告書,生 産物の生産計画 ・
販売計画遂行の報告書などを加えた ものであった。そ して,統 計計算,業 務 ・技
術計算 といったその他の経済計算の報告書 と区別するため,こ れらの報告書 を会
計報告書 と呼び,そ の作成 と提出手続 きを定めていたのが 「会計報告書 とバ ラン
スに関する規程」であ った。なお また,報 告書の中には,収 支バランス,固 定 フ
ォン ドバ ランス,労 働バ ランスなどのように,バ ランスと呼ばれるもの もあった
〔46〕が
,貸借対照表に当るものは会計バ ランスといわれていた 。
3)この期 決定は・「計画化Q改 善順 序榊 および作業の質を高めることに対
す る経 済 メカ ニ ズ ム の 作 用 強 化 につ い て 」('79年7月12日付 決 定)を 指 す 。
4)こ の点 の詳 しい 内容 につ い て は,〔43〕,〔56〕,〔58〕を参 照 。
5)'75年の 統 一減 価 償 却 控 除 率 につ い て は,〔55〕の 第5,6,7章 を参 照 。
6)た だ し,ソ ビエ ト政 権 初 期 の社 会 主 義 ロ シア の も とで は,財 務 諸 表 は,『 国 民
一 新生ロシアにおける会計改革一
経測 誌r繍 生ma紙 摘 工新制 紙に公表する施策が採ら袈 τ恕
7)こ の点の詳 しい内容 については,〔38〕,〔40〕を参照。
8)「国有企業法」の内容 については,〔34〕を参照。
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9)例 え ば,会 計 用 語 と して は,「 株 式 」,「リー ス 」,「手 形 」,「有 価 証 券 」,「小 切
手 」,「利 息 」,「原 価 項 目」,「配 賦 率 」,「コ ン トロ ー ラー 」,「商 業 秘 密 」,「イ ンフ〔
19〕




11)この様式は,西 側資本 を伴 う合弁企業のために,一 足先 きにつ くられた財務諸
表のそれ と極めて類似 している。この類似 している合弁企業の財務諸表の様式に
ついては,〔39〕を参照。
12)「企業法」の内容については,〔35〕を参照。
13)「企業 と企業活動の法律」の内容 につ いては,〔36〕を参照。・
14)ソビエ ト会計の もとでの最後の 「経理部長に関する規程」 は,'80年1月24日
に漣 欄 僚会歎 承認された雛 があっ竃 ペレスト。イ端 には,この時
期の政治 ・経済改革に対応 して改正された規程の草案が発表されて討議に付され
〔11〕
たが 揺れ動 く政治 ・経済情勢の もとで,こ の草案は実現することな く終 った。
15)この集中経理組織 とは,そ れぞれの企業の会計業務 を受託する経理事務所(法
人)あ ことであ り,ソ ビエ ト会計の もとでは集中経理部 と呼ばれていたiものであ
る。詳 しくは,〔37〕,〔39〕を参照。
16)この価格基準 は,「79年報告書規程」での100ルー ブルか ら,'89年の同規 程の
改正 草案の500ルー ブルへ,そ して3,000ルーブルへ と引 き上げ られてい る。 ただ
し,草 案の500ルー ブルは適 用 されず,代 わ って,新 しい減価償却規程の制定で,




19)原価計算 につ いての法規 としては,「生産物(作 業,用 役)の 原価に算入され
る生産物(作 業,用 役)の 生産 と販売の費用の組成に関する規程」 と 「利益課税
で考慮 される財務的成果の算定方法に関す醐 劉(・9248月5fi付。シア連
邦政府決定)が,す でに出ているといわれている。
20)外貨勘定 と外貨建取 引の表示 についての法規 としては,「外貨勘定 と外国通貨
〔6〕
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22)最近では,個 々の企業の財務諸表は新聞紙上に多 く公表 されるようになった。





〔31〕と と も に
,「企 業 と組 織 の 年 度 会 計 報告 書 の 量 と様 式 に つ い て 」(・92年6月9日
付 ロ シ ア 連 邦 財 務 省 訓 令 書 簡)が 公 表 さ れ て い る。 そ れ に よ る と,「90年報 告 書
書 簡 」 で 示 した 貸 借 対 照 表,損 益 計 算 書 お よ び利 益(損 失)処 分 計 算 書 の2種 の
ほ か に,企 業 の 貸 借 対 照 表 付 属`明 細 書(np"nomelmeK6anaHcy
npeAnPHATvafl)を会 計 報 告 書 と し,こ の 付 属 明 細 書 は,1)基 金 の 動 き
(nBll>KeHMeφ01{AoB),2)借入 資 金 の 動 き(nB">KeHue3aeMHb!xcpe,acTB),
3)債 権 債 務(zte61fTopcKa""KpelLTopcKafl3anoJDKeHHOCTb),4)期末
の 無 形 資 産 の 内 容(cocTaBHeMaTepHaＬlbHblxaKTMBoBHaKoHeuroAa),
5)固 定 資 産 の 在 り高 と動 き(HanMqHeMABH)KeHHeocHOBHblxcpeAcTB>,
6)財 務 的 投 資(tPH}laltcoBbleB・IJo}t〈eH"fl),7)社会 的 指 標(co-aAbHble
nOKa3aTe朋〉 か ら な る と して い る。 した が っ て,新 生 ロ シ ア に お け る今 日の 財
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